小 規模 事業 者 文 援 推進 事業 費 補助 金 


【 第 2 回 応募 要領 】 





地域 経済 を 支え る 小 規模 事業 者 の 振興 を 図る た め 、 経 済 産業 省 の 令 和 元 年 度 補正 
小 規模 事業 者 持続 化 補助 金 ぐ 一 般 型 >、 令 和 2 年 度 補正 小 規模 事業 者 持続 化 補助 金 
ぐ く コ ロナ 特別 対応 型 > 又は 令 和 2 年 度 第 3 次 補正 小 規模 事業 者 持続 化 補助 金 ぐ 低 

感染 リス ク 型 ビ ピ ジネス 枠 > (以下 、「 持 続 化 補助 金 」 と いう 。) に 採択 と な ら な か っ 
た 事業 の うち 、 商 工 会 ・ 商 工 会 議 所 に よる 指導 ・ 助 言 を も と に 、 持 続 化 補助 金 に 応 
募 し た 際 の 経営 計画 及び 事業 計画 の 見 直し を 行っ た 販路 開拓 、 生 産 性 向上 並び に 対 
人 接触 機会 の 減少 に 資す る ポス トコ ロナ を 踏ま えた 新た な ビジ ネス 、 サ ービス 及び 
生産 プロ セス の 導入 等 の 取組 に 対し 補助 金 を 交付 し ます 。 


1 補助 対象 事業 


持続 化 補助 金 に 応募 し た 事業 で 、 持 続 化 補助 金 の 交付 決定 を 受け て いな い 事 業 。 

※ 本 事業 へ の 応募 に あたっ て は 、 商 工 会 ・ 商 工 会 議 所 に よる 指導 ・ 助 言 を も 
と に 、 持 続 化 補助 金 に 応募 し た 経営 計画 及び 事業 計画 の 見 直し (ブラ ッシュ 
アッ プ ) を 行う 必要 が あり ます 。 

※ 事業 内 容 が 射 幸 心 を そそ る お それ が ある も の 、 公 の 秩序 も し く は 善良 な 風 
俗 を 害する こと と な る お それ が ある も の 、 公 的 な 支援 を 行う こと が 適当 で な 
いと 認め られ る も の (マー ジャ ン 店 ・ パ チン コ 店 ・ ゲ ー ム セン ター 店 等 、 性 
風俗 関連 特殊 営業 等 ) は 補助 対象 外 と な り ま す 。 


EE I }< 
次 に 掲げ る 事項 の 全て に 該当 する 者 で ある こと 。 
(1) 岩手 県 内 で 事業 を 営ん で いる 小 規 模 事業 者 で 、 採択 後 も 商工 会 ・ 商 工 会 議 所 
に よる 指導 ・ 助 言 を 継続 的 に 受け る こと 。 また 、 県 や 国 等 が 実施 する フォ ロ 
ー ア ッ プ 調査 に 協力 で きる こと 。 
(2) 法令 順守 上 の 問題 を 抱え て いる 者 で な いこ と 。 
(3) 次 の 「 別 掲 : 反 社会 的 勢力 排除 に 関す る 制約 事項 」 の 「 記 」 以 下 の い ずれ に 
も 該当 し な い 者 で あり 、 か つ 、 今 後 、 補 助 事業 の 実施 期間 内 ・ 補 助 事 業 完了 後 
も 該当 し な いこ と を 誓約 する こと 。 

















ゝ レ 








トト 


(3) 


(4) 


(5) 


(6 ) 


(7 ) 


(8) 


当社 (個人 で ある 場合 
を する に あたっ て 、 
いずれ に 


別掲 : 反 社 会 的 勢力 排除 に 関す る 痺 約 事項 





よ 私 、 
補 


( 


























末 57SS 
も 該当 し な いこ 














せん 。 
記 











団 ( 此 力 団員 に 
7 7 号 。 以 下 「 横 力 
0 以下 同じ 。 ) 
団員 ( 茜 力 団 対 











団 




















29 東 法 














1 

の 
団 の 威力 を 背景 に 
し く は ラ 項 力 団員 
営 に 協力 し 、 も し く は 関与 する も の を 


禁 力 団 関係 企業 ( 鞭 力 団員 が 実質 的 
















































































団体 で ある 場合 は 当 団体 ) は 、 補助 金 
助 事業 の 実施 期間 内 お よび 完了 後に お いて は 、 下 記 の 


OR 
対策 法 」 と いう 。 








の 交付 の 申 


三山 











と を 奪 約 い た し ます 。 この 区 約 が 虚偽 で あり 、 また は この 
約 に 反し た こと に より 、 当 方 が 不利 益 を 被る こと と な っ て も 、 
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団員 以外 の 駿 力 団 と 関係 を 有する 者 で あっ て 、 横 力 
禁 力 的 不法 行為 等 を 行う お それ が ある も の 、 
団員 に 対し 資金 、 武 器 等 の 供給 を 行う な ど ウ 暴力 団 
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準 構成 員 も し く は 元 病 力 団員 が 経営 す 
力 団 の 維持 も し く は 運営 に 積極 的 
の 遂行 等 に お いて 積極 的 に 暴力 団 
し て いる 企業 を いう 。) 

屋 等 (総会 屋 そ の 他 企 業 を 対象 に 
を 行う お それ が あり 、 市 民生 活 の 安全 
社会 運動 等 標 ぼ ば う ゴ ロ (4 


し て 、 不 正 な 利益 を 求め て 禁 力 的 不法 
安全 に 人 脅 威 を 与え る 者 を いう 。) 
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特殊 知能 暴力 集団 等 (暴力 団 と の 関係 を 育 景 に 、 そ の 威力 を 用 い 、 ま た は 禁 
力 団 と 資金 的 な 繋が り を 有 し 、 構 造 的 な 不正 の 中 述 と な っ て いる 集団 また は 仔 
人 を いう 。) 

前 各 号 に 掲げ る 者 と 次 の いずれ か に 該当 する 関係 に ある 者 
イ 前 各 号 に 掲げ る 者 が 自己 の 事業 また は 自社 の 経営 を 支配 し て いる と 認め 

られ る こと 
ロ 前 各 号 に 掲げ る 者 が 自己 の 事業 また は 自社 の 経営 に 実質 的 に 関与 し て い 























る と 認め られ る こと 
































ハ 自己 、 自 社 も し く は 第 三 者 の 不正 の 利益 を 図る 目的 また は 第 三 者 に 損害 を 
加え る 目的 を も っ て 前 各 号 に 掲げ る 者 を 利用 し た と 認め られ る こと 

ニニ 前 各 号 に 掲げ る 者 に 資金 等 を 提供 し 、 ま た は 便宜 を 供与 する な どの 関与 を 
し て いる と 認め られ る こと 

ホ その 他 前 各 号 に 掲げ る 者 と 役員 また は 経営 に 実質 的 に 関与 し て いる 者 が 、 

社会 的 に 非難 され る べき 関係 に ある と 認め られ る こと 

※ 本 事業 に お ける 小 規模 事業 者 と は 、「 製 造 業 そ の 他 の 業種 に 属す る 事業 を 主 た 
る 事業 と し て 営む 商工 業者 (会 社 及び 個人 事業 主 ) 」 で あり 、 常 時 使用 する 従業 

員 の 数 が 20 人 以下 (卸売 業 、 小 売 業 、 サ ービス 業 (宿泊 業 ・ 娯 楽 業 を 除く ) に 属 
する 事業 を 主たる 事業 と し て 営む 者 に つい て は 5 人 以下 ) の 事業 者 で す 。 

※ 持続 化 補助 金 ぐ 一 般 型 > (第 6 回 以降 分 ) 又は 持続 化 補助 金 ぐ べ 低 感染 症 リ スク 
型 ビ ジネス 枠 > (第 3 回 以降 分 ) に 応募 する 場合 は 、 本 事業 に 応募 する こと は で 
きま せん 。 

※ その 他 、 補 助 対象 者 の 詳細 に つい て は 、 持 続 化 補助 金 ぐ 一 般 型 >、 持 続 化 補助 
金 ぐ コロ ナ 特 別 対応 型 > 及び 持 続 化 補助 金 べ 低 感染 リス ク 型 ビジ ネス 枠 > の 公 
募 要 領 に 準じ ます 。 






































































































































3 補助 率 ・ 補 助 金額 ・ 補 助 対象 経費 ・ 事 業 予算 総額 
1) 補助 率 : 3 分 の 2 以内 
2) 補助 金額 : 50 万 円 以内 
※ 補 助 金 の 額 は 千 円 単位 ( 千 円 未満 切捨て ) と し ます 。 
3) 補助 対象 経費 
O 補 助 対象 と する 経費 (持続 化 補助 金 に 準じ ます 。) 








経費 区 分 説 明 









































ラ シ 等 を 作成 する た め 、 お よ 
び 広 報 媒体 等 を 活用 する た め 
に 支払 われ る 経費 


一 般 型 ・ コ ロナ 特別 対応 型 低 感染 リス ク 型 ビジ ネス 枠 
① 機 械 装置 等 費 | 事業 の 遂行 に 必要 な 機械 装置 | 対人 接触 機会 を 減ら す た め の 
等 の 購入 に 要する 経費 機械 装置 の 導入 費用 、 移 動 販 
売 車両 の 購入 費用 等 の 事業 の 
遂行 に 必要 な 機械 装置 等 の 購 
入 に 要する 経費 
② 広 報 費 パン フレ ッ ト ・ ポ スタ ー・ チ | 補助 事業 計画 に 基づく 新た な 


ビジ ネス や サー ビス 、 生 産 プ 
ロ セ ス の 導入 等 の 取り 組み を 
広報 する た め に 要する 経費 














③ 展 示 会 等 出展 費 


新 商品 等 を 展示 会 等 に 出展 ま 
た は 商談 会 に 参加 する た め に 
要する 経費 


新 商品 等 を オン ライ ン の 展示 
会 等 に 出展 また は 商談 会 に 参 
加 す る た め に 要する 出展 料 





④ 旅 費 


事業 の 遂行 に 必要 な 情報 収集 
(単なる 視察 ・ セ ミナ ー 研 修 
等 参加 は 除く ) や 各種 調査 を 
行う た め 、 お よび 販路 開拓 ( 展 
示 会 等 の 会 場 と の 往復 を 含 
む 。) 等 の た め の 旅 費 


※ 補 助 対象 外 





⑤ 了 開発 費 


新 商品 の 試作 品 や 包装 パッ ケ 
ー ジ の 試作 開発 に ともなう 原 
材料 、 設 計 、 デ ザイ ン 、 製 造 、 
改良 、 加 工 す る た め に 支払 わ 
れる 経費 


感染 拡大 防止 と 事業 継続 を 両 
立 さ せる た め の 新 た な ビジ ネ 
ス や サー ビス 、 生 産 プ ロ セ ス 
の 導入 等 に 関す る 新 商品 の 試 
作品 や 包装 パッ ケー ジ の 試作 
開発 に 伴う 原材料 、 設計 、 デ 
ザイ ン 、 製 造 、 改 良 、 加 工 す 
る た め に 支払 う 経費 





⑥ 人 資料 購入 費 


事業 遂行 に 必要 不可 欠 な 図書 
等 を 購入 する た め に 支払 われ 
る 経費 

















補助 事業 遂行 に 必要 不可 欠 な 
図書 等 を 購入 する た め に 支払 
う 経費 


























(⑦ 雑 役務 費 


事業 遂行 に 必要 な 業務 ・ 事 務 
を 補助 する た め に 補助 事業 期 
間 中 に 臨時 的 に 雇い 入れ た 者 
の アル バイ ト 代 、 派 遣 労働 者 
の 派遣 料 、 交 通 費 と し て 支払 
われ る 経費 





補助 事業 計画 遂行 に 必要 な 業 
務 ・ 事 務 を 補助 する た め に 補 
助 事業 実施 期間 中 に 臨時 的 に 
雇い 入れ た 者 の アル バイ ト 
代 、 派 遣 労働 者 の 派遣 料 、 交 
通 費 と し て 支払 う 経 費 























⑧ 借 料 





事業 遂行 に 直接 必要 な 機器 ・ 
設備 等 の リー ス 料 ・ レ ンタ ル 
料 と し て 支払 われ る 経費 





補助 事業 遂行 に 直接 必要 な 機 
器 ・ 設 備 等 の リー ス 料 (所 有 
権 移転 を 伴わ な いも の ) ・ レ 
ンタ ル 料 と し て 支払 う 経 費 














⑨ 専 門 家 謝 金 


事業 の 遂行 に 必要 な 指導 ・ 助 
言 を 受け る た め に 依頼 し た 専 
門 家 等 に 謝礼 と し て 支払 われ 
る 経費 


事業 の 遂行 に 必要 な 指導 ・ 助 
言 を 受け る た め に 依頼 し た 専 
門 家 等 に 謝礼 と し て 支払 う 経 
費 





⑩ 専 門 家 旅費 


事業 の 遂行 に 必要 な 指導 ・ 助 
言 等 を 依頼 し た 専門 家 等 に 支 
払わ れる 旅費 


※ 補 助 対象 外 





⑪ 設 備 処分 費 


販路 開拓 の 取組 を 行う た め の 
作業 スペ ー ス を 拡大 する 等 の 
目的 で 、 当 該 事業 者 自身 が 所 
有する 死蔵 の 設備 機器 等 を 廃 
棄 ・ 処 分 する 、 ま た は 借り て 
いた 設備 機器 等 を 返却 する 際 
に 修理 ・ 原 状 回 復 す る の に 必 
要 な 経費 





新た な ビジ ネス や サー ビス 、 
生産 プロ セス の 導入 等 を 行う 
た め の 作 業 ス ペー ス を 拡大 、 
改修 する 等 の 目的 で 、 当 該 事 
業者 自身 が 所 有する 既存 設備 
を 解体 ・ 処 分 する 、 ま た は 借 
り て いた 設備 機器 等 を 返却 す 
る 際 に 修理 ・ 原 状 回 復 す る た 
め に 支払 う 経費 








上 記 ① か ら ⑪ に 該当 し な い 経 
費 で あっ て 、 事 業 遂行 に 必要 
な 業務 の 一 部 を 第 三 者 に 委託 
(委任 ) する た め に 支払 われ 
る 経費 (市 場 調査 等 に つい て 
コン サル タン ト 会 社 等 を 活用 
する 等 、 自 ら 実 行 す る こと が 
困難 な 業務 に 限る 。) 





上 記 ① ゆ て ⑪ に 該当 し な い 経 費 
で あっ て 、 補 助 事業 遂行 に 必 
要 な 業務 の 一 部 を 第 三 者 に 委 
託 (委任 ) する た め に 支払 う 
経費 











⑬ 外 注 費 





上 記 ① か ら ⑫ に 該当 し な い 経 
費 で あっ て 、 事 業 遂行 に 必要 
な 業務 の 一 部 を 第 三 者 に 外注 
(請負 ) する た め に 支払 われ 
る 経費 (店 舗 の 改装 等 、 自 ら 
実行 する こと が 困難 な 業務 に 
限る 。) 








上 記 ①~⑫ に 該当 し な い 経 費 
で あっ て 、 補 助 事業 遂行 に 必 
要 な 業務 の 一 部 を 第 三 者 に 外 
注 (請負 ) する た め に 支払 う 
経費 











※ 取得 価格 又は 効用 の 増加 価格 が 50 万 円 以上 の 機械 、 器 具 、 備 品 及び その 
他 の 財産 の 取得 は 補助 対象 外 と な り ま す 。 
※ SR 
、 持 続 化 補助 金 ぐ コロ ナ 特 別 対応 型 > 及び 持続 化 補助 金 べ 低 感染 リス ク 
SO ヽ 募 要領 に 準じ ます 。 
(4) 事業 予算 総額 : 430 万 円 


4 経費 の 支払 い 方 法 


補助 対象 経費 の 支払 方 法 は 原則 と し て 銀行 振込 で 行っ て くだ さい 。 


ーー 


2) 補助 金 執行 の 適正 性 確保 の た め 、 現 金 決済 の み の 取 引 (代金 引換 限定 の サ 
ービス 等 ) を 除き 、 1 取引 10 万 円 超 ( 税 抜き ) の 現金 払い は 認め られ ませ ん 。 
3) 自社 振出 ・ 他 社 振出 に か か わら ず 、 小 切手 ・ 手 形 に よる 支払 い は 認め られ ま 


せん 。 
補助 事業 者 か ら 相手 方 へ 資金 の 移動 が 確認 で き な い た め 、 相 殺 (売掛金 と 買 

掛金 の 相殺 等 ) に よる 決済 は 認め られ ませ ん 。 

5) 仮想 通貨 ・ ク ー ポ ン ・( ク レジ ッ ト カ ー ド 会 社 等 か ら 付与 され た ) 特典 ・ ポ 
DR SE OR 
せん 。 

(6) クレ ジッ トカ ー ド (リボ ルビ ング 払い 含む ) に よる 支払 は 補助 対象 期間 中 の 
引き 落と し 、 支払 の 完了 が 確認 で きる 場合 の み 認め られ ます (購入 品 の 引き 取 
り が 補助 対象 期間 中 で も 、 口 座 か ら の 引き 落と し が 補助 対象 期間 外 で あれ ば 、 
補助 対象 外 経費 と な り ま す ) 。 

(7) 代表 者 や 従業 員 が 、 個人 の クレ ジッ トカ ー ド で 支払 い を 行う 場合 は 「 立 替 払 

い 」 と な り ま す の で 、① 上 記 の クレ ジッ トカ ー ド 払い 時 の ルー ル (補助 対象 期 

間 中 に 引き 落と し が 確認 で きる こと が 必要 ) 、 及 び 、 NH ee 

者 間 の 精算 (立替 払い 者 へ の 立て 替え 分 の 支払 い ) が 補助 対象 期間 中 に 行わ 

る こと 、 の 双方 を 満た さ な け れ ば な り ま せん 。 


(1) 補助 事業 実施 期間 
補助 金 交 付 決定 の 日 か ら 令 和 4 年 2 月 14 日 (月 ) まで 
(2) 実績 報告 書 提出 期限 
事業 終了 後 30 日 以内 又は 令 和 4 年 2 月 28 日 (月 ) の いずれ か 早い 日 まで 


に 











(1) 提出 書類 
【 必 ず 提 出す る 書類 】 
ア 小 規模 事業 者 支援 推進 事業 費 補助 金 交 付 申請 書 (様式 第 1 号 ) 
補助 事業 計画 書 (別紙 ) 
持続 化 補助 金 に 応募 し た 際 の 提出 書類 一 式 の 写し 
持続 化 補助 金 の 不 採択 通知 書 の 写し 
反 社 会 的 勢力 で な いこ と の 誓約 書 (別紙 2 ) 
納税 証明 書 (直近 1 年 分 : 個人 事業 税法 人 県 民 税 ・ 法 人 事業 税 ) の 
0 
キ 補助 申請 額 の 積算 根拠 と な る 見 積 書 等 
【 審 査 に お いて 加点 を 希望 する 場合 
ク 経営 革新 計画 承認 書 の 写し 又は 経営 革新 計画 に 係る 承認 申請 書 の 写し 
ケ 事業 継続 力 強 化 計画 認定 書 の 写し 又は 事業 継続 力 強 化 計画 に 係る 認定 
申請 書 の 写し 
※ ク 及 び ケ に つい て は 、 申 請 締 切 日 時 点 で 認定 (承認 ) を 受け た 計画 期 
間 が 終了 し て いな い 場 合 又は 、 そ れ ぞ れ 指 定 さ れ た 経済 産業 局 ・ 県 に 申 
請書 を 郵送 済み (締切 日 の 消印 有効 ) の 場合 は 加点 対象 と な り ま す 。 
「 申 請 中 」 の 場合 、 交 付 決定 を 受け る た め に は 、 認 定 (承認 ) 後に 速 
や か な に 認定 (承認 ) 書 及 び 認 定 を 取得 し た 当該 計画 の 写し の 提出 が 必 
要 で す 。 計画 申請 を 当該 補助 事業 へ の 応募 時 点 で 行っ て いな か っ た こと 
が 判明 し た 場合 、 採 択 を 取り 消し ます の で 御 注意 くだ さい 。 
【 免 税 ・ 簡易 課税 事業 者 の うち 、 消 費 税 込み の 額 で 交付 申請 を 行う 場合 】 
サ 免税 事業 者 
( ア ) 令 和 元 年 分 の 確定 申告 書 の 写し 
( イ ) 令 和 2 年 度 以降 に 起業 し た 事業 者 に お いて は 、「 個 人 事業 者 の 開業 
届 書 」 又は 「 登 記 簿 騰 本 」 な ど 、 起 業 し た こと を 証明 で きる 書類 の 
写し 
シ 簡易 課税 事業 者 
消費 税 簡易 課税 制度 選択 届出 書 の 
(2) 提出 方 法 
郵送 (※ 期 間 内 必着 ) 又は 持参 に より 提出 し て くだ さい 、。 
く 提 出先 > 
〒020-8570 岩手 県 盛岡 市 内 丸 10-1 











きせ H ロ ささ 








出 
時 


岩手 県 商工 労働 観光 部 経営 支援 課 団体 支援 担当 (担当 : 熊谷 ) 
TEL : 019-629-5544 FAX : 019-629-5549 





3) 提出 部 数 

正本 1 部 、 副 本 3 部 ※ 副 本 へ の 碑 約 書 の 提出 は 不要 

4) 応募 期間 

令 和 3 年 9 月 6 日 (月 ) ~10 月 14 日 ( 木 ) 17 時 まで 

5) 注意 事項 

ア 提出 され た 申請 書類 等 は 返却 し ませ ん の で 、 必 ず 控 え を 保管 し て お いて く 
だ さい 。 

イ 申請 書類 等 に 係る 連絡 先 等 の 個人 情報 は 適切 に 管理 し 、 本 業務 以外 の 目的 
に は 使用 し ませ ん 。 

ウ 申請 に 要する 費用 は 、 応 募 者 の 負担 と な り ま す 。 














(1) 補助 対象 事業 の 決定 方 法 
補助 対象 事業 は 、 別表 (審査 項目 ) に 基づき 、 補助 事業 審査 委員 会 (以下 「 審 
査 会 」 と いう 。) に お いて 書類 審査 の うえ 、 補 助 金 の 交付 を 決定 し ます (予算 
の 範囲 内 で の 補助 金 の 交付 決定 と な り ま す ) 。 
(2) 事業 計画 に 関す る 照会 等 
応募 受付 後 、 審査 会 まで の 間 に 事 業 計画 に 関す る 照会 等 を 行う 場合 が あり ま 
す 。 
(3) 結果 の 通知 
応募 者 全員 に 対し て 文書 で 採 告 の 結果 を 通知 し ます 。 採択 と な っ た 場合 は 、 
当該 通知 文書 及び 補助 金 交付 要綱 の 記載 に 従い 、 補 助 金 の 交付 に 係る 手続 き を 
行っ て くだ さい 。 
(4) 採択 案件 の 公表 


採択 を 受け た 事業 に つい て は 、 事 業者 名 、 所 在 地 、 事 業 計 画 名 、 支 援 機関 名 
を HP 上 で 公表 し ます 。 


8 スケ ジュ ー ル 


























項目 実施 時 期 
応募 受付 令 和 3 年 9 月 6 日 (月 ) 10 月 14 日 ( 木 ) 17 時 まで 
審査 会 令 和 3 年 10 月 下旬 
事業 採択 決定 | 審査 会 か ら 概 ね 2 週間 程度 
交付 決定 上 記 と 同日 





※ 補 助 対象 経費 は 、 交 付 決定 日 以降 に 行っ た 活動 に 係る 経費 の ひみ と な り ま す 。 
※ な お 、 こ の スケ ジュ ー ル は 予定 で あり 、 応 募 件 数 、 審 査 の 状況 、 持 続 化 補助 
金 の 採択 時 期 等 に より 前 後 す る 場合 が あり ます 。 


9 補助 金 の 支払 い 


事業 者 へ の 補助 金 の 支払 い は 、 事 業 完了 後 の 精算 払い と し ます 。 


(1) 本 事業 へ の 応募 に あたっ て は 、 商 工 会 ・ 商 工 会 議 所 に よる 指導 ・ 助 言 を も 
と に 、 持 続 化 補助 金 に 応募 し た 経営 計画 及び 事業 計画 の 見 直し (ブラ ッシュ 
アッ プ ) を 行う 必要 が あり ます の で 、 で きる だ け 早 め に 商工 会 ・ 商 工 会 議 所 
に 相談 し て くだ さい 。 

(2) 補助 事業 実施 期間 は 、 交 付 決定 の 日 か ら 令 和 4 年 2 月 14 日 (月 ) まで と な 
り ま す 。 原則 と し て 、 補 助 対象 経費 は この 期間 内 に 実施 し た 活動 に 要する 経 
費 で 、 か つ 、 こ の 期間 内 に 支出 され る も の に 限り ます 。 

(3) 補助 事業 に 係る 経理 に つい て 、 そ の 収支 の 事実 を 明確 に し た 証拠 書類 を 整 
理 し 、 事 業 終了 し た 翌年 度 か ら 5 年 間 保 存 し な けれ ば な り ま せん 。 





【 お 問合せ 先 】 
〒020-8570 岩手 県 盛岡 市 内 丸 10-1 





岩手 県 商工 労働 観光 部 経営 支援 課 団体 支援 担当 TEL : 019-629-5544 


別表 : 審査 項目 





番 査 項 目 





(1 ) 基礎 審査 

以下 の 要件 を 全て 満た す も の で ある こと 。 要件 を 満た さ な い 場合 に は 、 そ 

の 申請 は 失格 と し 、 そ の 後 の 審 査 を 行い ませ ん 。 

① 必要 な 提出 資料 が すべ て 提出 され て いる こと 

② 「1. 補助 対象 事業 」 及 び 「2. 補助 対象 者 」 の 要件 に 合致 する こと 

③ 補助 事業 を 遂行 する た め に 必要 な 能力 を 有する こと 

④ 小 規模 事業 者 が 主体 的 に 活動 し 、 そ の 技術 や ノウ ハウ 等 を 基 に し た 取組 み 
で ある こと 

⑤ 提出 資料 の 内 容 に 不備 ・ 記 載 漏 れ が な いこ と 





(2 ) 加点 審査 
補助 事業 計画 書 等 に つい て 、 以下 の 項目 に 基づき 審査 を 行い 、 総合 的 な 評価 
が 高い も の か ら 順 に 採択 を 行い ます 。 
① 自社 の 経営 状況 分 析 の 妥当 性 
事業 実施 に あたり 、 財 務 状 況 に 問題 は な いか 。 
② 補助 事業 計画 の 有効 性 
持続 化 補助 金 の 申請 時 か ら 見 直し を 図っ た 結果 、 補 助 事業 計画 は 、 効 果 的 
な も の に な っ て いる か 。 
補助 事業 計画 は 具体 的 で 、 当該 小 規模 事業 者 に と っ て 実現 可能 性 が 高い も 
の と な っ て いる か 。 
地道 な 販路 開拓 を 目指 す も の と し て 、 補 助 事業 計画 は 、 経 営 計画 の 今後 の 
方 針 ・ 目 標 を 達成 する た め に 必要 か つ 有 効 な も の か 。 
また は 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 の 影響 を 乗り 越え る た め の も の と し 
て 、 補 助 事業 計画 は 有効 な も の か 。 
補助 事業 計画 に 小 規模 事業 者 な ら で は の 創意 工夫 の 特徴 が ある か 。 
③ 積算 の 透明 性 ・ 適 切 性 
事業 費 の 計上 ・ 積 算 が 正確 ・ 明 確 で 、 事 業 実施 に 必要 な も の と な っ て いる 
か 。 
④ 経営 革新 計画 
ぐ 経 営 革新 計画 の 承認 を 受け て いる か 。 
⑤ 事業 継続 力 強 化 計画 
事業 継続 力 強 化 計画 の 認定 を 受け て いる か 。 








